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申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 

１ 全体評価 

 

【原文】 

「一方、職員給与規則の改正については、

経営協議会において審議すべき事項である

が、報告事項として扱われていた事例があ

ることから、適切な審議を行うことが求め

られる。」 

 

【申立内容】 

削除願いたい。 

 

【理由】 

職員給与規則等の改正については、国立

大学法人法において準用する独立行政法人

通則法の趣旨を踏まえ、本学職員給与規則

において「給与の支給基準は、大学の業務

の実績を考慮し、かつ社会一般の情勢に適

合したものとなるように定めるものとす

る。」と規定していること、及び「公務員

の給与改定に関する取扱いについて」

（H17.9.28 閣議決定）において「独立行政

法人（国立大学法人及び大学共同利用機関

法人を含む。）の役職員の給与改定につい

ては、国家公務員の給与水準を十分考慮し

て適正な給与水準とするよう要請する。」

とされているものであり、第 24 回経営協議

会（H21.6.19 開催）で報告事項としている

「職員給与規則の一部改正について」も、

これらの内容に基づき、所要の改正を行っ

たものであるが、特に今回は、景気の急速

な悪化に伴い、民間企業の夏季一時金の決

定状況が前年に比べ急速かつ大幅な減少と

なったことを受け、国家公務員の特別給（期

末手当・勤勉手当）支給の基準日である平

成 21 年 6 月 1 日を前に、人事院において緊

【対応】 

 原案のとおりとする。 

 

【理由】 

 期末・勤勉手当の基準日（６月１日）ま

でに開催することが難しかったことは理解

しているが、職員給与規則の改正は国立大

学法人法第20条第４項において、経営協議

会で審議することとされており、審議事項

として扱うことが求められるため。 



 

急に実態を把握するための調査が実施さ

れ、その調査結果に基づき、平成 21 年 5 月

1 日に臨時の人事院勧告が行われたことを

踏まえ、本学においても職員給与規則及び

期末手当、勤勉手当規程の一部改正が喫緊

に必要と判断し、平成 21 年 5 月 8 日の政府

取扱い決定及び人事院勧告の説明会（平成

21 年 5 月 12 日開催）の後、規則改正方針

を役員の了承により決定するとともに、学

内における改正手続きを進め、平成 21 年 5

月 25日と平成21年 5月 28日の２度に亘る

過半数代表者との協議を終え、役員の了承

を得て、所要の改正を行い、教育研究評議

会（H21.6.3 開催）に報告後、経営協議会

に報告したものである。なお、経営協議会

開催にあたって、本来、審議とすべき事案

であったが、期末・勤勉手当の基準日（6

月 1 日）までに開催することが物理的に不

可能であったため、役員の了承を得たうえ

で報告事項としたものであり、実際の経営

協議会においては、単に報告のみではなく、

委員に対し、改正の趣旨を説明のうえ、了

承を得ている。 

また、第25回経営協議会（H21.10.15開催

）の報告事項の「人事院勧告に基づく職員

給与等の改正方針について」は、今後の改

正予定を含めた改正案を事前にお知らせし

たものであり、所要の規則の改正について

は、第26回経営協議会（H21.11.25開催）の

審議事項として審議を行い、その後におい

ても、給与規則等の改正を行う場合は、審

議事項として適正に審議が行われており、

指摘にあたる状況にはないものと考える。

以上のことから、原文の削除をお願いし

たい。 

 

 



 

国立大学法人長岡技術科学大学                  大学番号：37  

 

申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 

２ 項目別評価 

 （１）業務運営の改善及び効率化に関す

る目標 

 

【原文】 

「平成21年度の実績のうち、下記の事項

に課題がある。 

○ 職員給与規則の改正については、経営

協議会において審議すべき事項であるが、

報告事項として扱われていた事例があるこ

とから、適切な審議を行うことが求められ

る。」 

 

【申立内容】 

削除願いたい。 

 

【理由】 

職員給与規則等の改正については、国立

大学法人法において準用する独立行政法人

通則法の趣旨を踏まえ、本学職員給与規則

において「給与の支給基準は、大学の業務

の実績を考慮し、かつ社会一般の情勢に適

合したものとなるように定めるものとす

る。」と規定していること、及び「公務員

の給与改定に関する取扱いについて」

（H17.9.28 閣議決定）において「独立行政

法人（国立大学法人及び大学共同利用機関

法人を含む。）の役職員の給与改定につい

ては、国家公務員の給与水準を十分考慮し

て適正な給与水準とするよう要請する。」

とされているものであり、第 24 回経営協議

会（H21.6.19 開催）で報告事項としている

「職員給与規則の一部改正について」も、

これらの内容に基づき、所要の改正を行っ

たものであるが、特に今回は、景気の急速

な悪化に伴い、民間企業の夏季一時金の決

【対応】 

 原案のとおりとする。 

 

【理由】 

 前述のとおり。 



 

定状況が前年に比べ急速かつ大幅な減少と

なったことを受け、国家公務員の特別給（期

末手当・勤勉手当）支給の基準日である平

成 21 年 6 月 1 日を前に、人事院において緊

急に実態を把握するための調査が実施さ

れ、その調査結果に基づき、平成 21 年 5 月

1 日に臨時の人事院勧告が行われたことを

踏まえ、本学においても職員給与規則及び

期末手当、勤勉手当規程の一部改正が喫緊

に必要と判断し、平成 21 年 5 月 8 日の政府

取扱い決定及び人事院勧告の説明会（平成

21 年 5 月 12 日開催）の後、規則改正方針

を役員の了承により決定するとともに、学

内における改正手続きを進め、平成 21 年 5

月 25日と平成21年 5月 28日の２度に亘る

過半数代表者との協議を終え、役員の了承

を得て、所要の改正を行い、教育研究評議

会（H21.6.3 開催）に報告後、経営協議会

に報告したものである。なお、経営協議会

開催にあたって、本来、審議とすべき事案

であったが、期末・勤勉手当の基準日（6

月 1 日）までに開催することが物理的に不

可能であったため、役員の了承を得たうえ

で報告事項としたものであり、実際の経営

協議会においては、単に報告のみではなく、

委員に対し、改正の趣旨を説明のうえ、了

承を得ている。 

また、第25回経営協議会（H21.10.15開催

）の報告事項の「人事院勧告に基づく職員

給与等の改正方針について」は、今後の改

正予定を含めた改正案を事前にお知らせし

たものであり、所要の規則の改正について

は、第26回経営協議会（H21.11.25開催）の

審議事項として審議を行い、その後におい

ても、給与規則等の改正を行う場合は、審

議事項として適正に審議が行われており、

指摘にあたる状況にはないものと考える。

以上のことから、原文の削除をお願いし

たい。 

 


